
1 款 3項 1目 第1章 ｢思いやりと希望にみちたまちづくり｣ 

～保健・福祉の充実、子育て・子育ち環境の充実～ 

【会計】介護保険特別会計 基本施策 11 安心して介護サービスを受けることができるまちにします 

1款：総務費 3項：介護認定費 1目：介護認定費 施策 1 介護を必要とする被保険者が、安心して介護サービスを受けられる

まちづくりに努めます 

事業 2 認定調査事業 

担当所属 高齢者福祉課 

【予算額・決算額】（円） 

予算額 決算額 
（財源内訳） 

一般財源 国支出金 県支出金 地方債 その他特財 

72,345,000 64,419,542 0 0 0 0 64,419,542 

【決算額の節別内訳】（円） 

04 共済費 2,306,585 07 賃金 23,362,226 

09 旅費 185,858 11 需用費 1,439,723 

12 役務費 32,021,000 13 委託料 5,087,600 

14 使用料及び賃借料 16,550    

【実施計画の概要】 

事業の内容 

・要介護要支援認定申請のあった被保険者に対し、認定調査業務を遂行します。 

・要介護要支援認定に必要な主治医(指定医)意見書の入手、さらに要介護要支援申請者

および認定者に対する各種案内を行います(更新勧奨・認定結果通知・遅延通知・障害

者控除認定書等)。 

事業の目的 ・要介護要支援認定申請をされた被保険者に対し、円滑な調査業務を遂行します。 

事業の効果 

・介護保険サービスの利用を希望する被保険者に対し、認定調査、主治医意見書入手等

の業務を円滑に実施することで、速やかに認定審査会に繋げ、認定結果が出せるよう

にします。 

 

【事業の概要】 

・平成 26 年度調査件数 6,431 件 
・認定の更新手続きが円滑に行われるよう対象となる被保険者に対し、更新勧奨通知を毎月郵送しまし

た（12 回/年 4,462 件） 
・認定調査員の資質向上の為、現任調査員研修会と新規調査員研修会をそれぞれ 1 回、ウェブサイトを

利用した研修を 1 回実施しました。また、県主催の現任研修会を受講しました。 
 

【活動指標・成果指標】 

指標名 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度 
更新勧奨回数 12 回 12 回 12 回 

認定調査票作成件数 6,431 件 6,204 件 5,982 件 
主治医意見書作成数 6.431 件 6,204 件 5,982 件 
要介護要支援認定者数 6,507 人 6,352 人 6,045 人 
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